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◆高年齢者雇用安定法について

◆65歳までの雇用確保（義務）

　高年齢者雇用安定法は、少子高齢化が急速に進行し人口が減少する中で、経済社会の活力を維持するため、
働く意欲がある誰もが年齢にかかわりなくその能力を十分に発揮できるよう、高年齢者が活躍できる環境整備を
図る法律です。

◆70歳までの就業機会の確保（努力義務） 令和3年4月1日から
　65歳までの雇用確保（義務）に加え、65歳から70歳までの就業機会を確保するため、高年齢者就業確保措置
として、以下のいずれかの措置を講ずるよう努めることが必要になりました。

（1）60歳未満の定年禁止が高年齢者雇用安定法第８条で定められており、事業主が定年を定める場合は、
　  60歳以上となっています。
（2）65歳までの雇用確保措置が高年齢者雇用安定法第９条で定められており、定年を65歳未満に定めてい
　  る事業主は、以下のいずれかの措置を講じなければなりません。

　コンプライアンスに基づいた労務管理やワークライフバランスは、間違いなく働く人
のモティベーションを高めて、事業の生産性、効率がアップしています。今回は、改正高
年齢者雇用安定法についてです。

70歳まで
働く時代へ

（ ）

※平成25年４月１日までに労使協定により制度適用対象者の基準を定めていた場合は、その基準を適用でき
　る年齢を令和7年３月31日までに段階的に引き上げなければなりません（平成24年度改正法の経過措置）。

※高年齢者雇用安定法における「社会貢献事業」とは、不特定かつ多数の者の利益に資することを目的とした事業のことです。
※bの「出資（資金提供）等」には、出資（資金提供）のほか、事務スペースの提供等も含まれます。

治 /療 /最 /前 /線

　2021年1月、片頭痛発作予防の適応を持つ初の抗体製剤ガルカ
ネズマブ（商品名：エムガルティ）が製造承認を取得し、4月薬価基準
収載予定です。エムガルティは片頭痛発作の発症に深く関与する血
管作動性物質であるCGRPを標的とした新規作用機序の抗体製剤
で、CGRPの生理活性を阻害することにより血管拡張抑制・血管周
囲の炎症抑制作用を発揮し、片頭痛発作の発症を予防します。
月1回の皮下注射のため、患者さんの好みや重症度・ライフスタイ

ルに応じて、連日経口投与が必要な既存予防治療薬との使い分けも
可能となります。
留意点として、発現した頭痛発作を緩解する薬剤ではないため、

頭痛発作が発現した場合は、必要に応じて急性期治療薬を服用する
必要があります。また、新規作用機序の抗体製剤であるため、投与対
象とする症状の重さや診断・投与が出来る医師の要件などが盛り込
まれた最適使用推進ガイドラインの作成が予定されています。
本剤の登場により片頭痛予防治療の選択肢が拡大することで、

片頭痛治療の現状課題克服にもつながることが期待されます。
かかりつけ医･調剤薬局と専門医の連携のもと、未受診・未治療患
者やトリプタン不応例など急性期治療が効果不十分な患者、予防治
療の導入が望ましいにも関わらず導入されていない患者などへの適
切な治療介入が求められます。

片頭痛に対する選択肢の拡大【 】

トリプタン製剤の登場や、片頭痛予防薬の普及により片頭痛治療
は大きく進歩しましたが、課題もあります。
　現在、急性期治療の中心的位置づけであるトリプタン製剤ですが、
前兆期や極期の服用は効果がなく、発症より1時間くらいまでの痛み
はじめた時の適切なタイミングに服用しなればなりません。さらに、
血管収縮作用があるため、脳・心血管系疾患の既往などがある患者
は使用禁忌です。
また、急性期治療薬の使用過多による薬物乱用頭痛が近年問題

になっています。これは、片頭痛発作が頻繁なためにトリプタン製剤や

NSAIDsを頻繁に服用すると、薬が効かなくなったり、逆に頭痛が起
こったりするようになり、頭痛が慢性化するというものです。
　従って、近年では予防治療が重要視されていますが、保険適用の
ある片頭痛予防薬が少なく、また、既存予防薬は連日経口投与が必
要であるためアドヒアランス不良になるケースも少なくありません。
このような背景から、予防療法を検討すべき患者数が約326万人で
あるのに対し、実際に片頭痛予防薬を導入している患者数は約30万
人と少ないのが現状です。
よって、血管収縮作用を示さずに片頭痛発作頻度を減少させ、
保険診療で使用可能な投与間隔の長い予防薬のアンメットニーズが
存在しました。

片頭痛治療の課題【 】

【参考資料】　慢性頭痛の診療ガイドライン2013(日本頭痛学会)、薬がみえるvol.1(メディックメディア)、日経DI2018年7月号(日経BP)、各添付文書

▼エムガルティの作用機序

〈日経DI2018年7月号（日経BP）より引用・改変〉

①何らかの刺激・誘因が加わる
　(ストレス・疲労・騒音等)

三叉神経
血管
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②三叉神経から血管作動性物質
（サブスタンスP、CGRP）が放出 ③エムガルティが
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④血管拡張抑制・
血管周囲の炎症抑制

抗CGRP抗体
：エムガルティ

片頭痛発作の発症を予防

頭蓋内外の血管

▼抗CGRP抗体製剤エムガルティの概要

〈添付文書〉

★:4月薬価基準収載予定

商品名(会社名) エムガルティ皮下注★120mg（第一三共）

ガルカネズマブ（遺伝子組換え）一般名

オートインジェクター・シリンジ剤形

片頭痛発作の発症抑制

初回に240mgを皮下投与し、
以降は1ヵ月間隔で120mgを皮下投与する

効能・効果

用法・用量

重篤な過敏症反応
（アナフィラキシー、血管浮腫、蕁麻疹等）

重大な副作用

注射部位疼痛、注射部位反応
（紅斑、そう痒感、内出血、腫脹等）

その他の副作用

65歳までの雇用の確保
（義務）

70歳までの就業確保
（努力義務）

今回の改正

+

高年齢者雇用確保措置
①
②

③

65歳までの定年引き上げ
定年制の廃止
65歳までの継続雇用制度（再雇用制度・勤務延長制度等）を導入
※継続雇用制度の適用者は原則として「希望者全員」

高年齢者雇用確保措置

創業支援措置（雇用によらない措置）

①
②
③

⑤

70歳までの定年引き上げ
定年制の廃止
70歳までの継続雇用制度（再雇用制度・勤務延長制度）の導入（特殊関係事業主に加えて、他の事業主によるものを含む）

④ 高年齢者が希望するときは、70歳まで継続的に業務委託契約を締結する制度の導入

高年齢者が希望するときは、70歳まで継続的に以下の事業に従事できる制度の導入
　a.事業主が自ら実施する社会貢献事業
　b.事業主が委託、出資（資金提供）等する団体が行う社会貢献事業
※ ④、⑤については過半数組合等の同意を得た上で、措置を導入する必要があります。
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◆創業支援等措置の実施に必要な措置について

私の顧問先の小企業・零細企業には、70歳を超えて
仕事をしている人がけっこういます。このコロナ禍の中
でも70歳過ぎてから入社され、雇用保険の手続きや健
康保険の手続きをしています。
私の顧問先の多くは、求人を出しても若い人の応募

がなく、高齢者の方を戦力として事業を行っています。
　顧問での事例ですが、78歳くらいの従業員が、体力
や判断力の衰えで、現場作業のミスが多くなりました。
また、自動車での通勤時間が1時間くらいかかり、通勤

途中での事故の心配もあったので、会社はその従業員
に対して退職勧奨を行いました。話し合いで退職を一
旦、素直に受け入れましたが、退職日が近づくにつれ
て、“会社のために一生懸命仕事してきたのに、なぜク
ビするのだ”、“不当解雇で訴えてやる”等々、担当者に
対してクレームがエスカレートしていきました。本人に
してみれば、社会から離れることに対しての不安が大
きかったのかなと思います。退職された後は、なにも
言ってきていません。

◎ 社労士・福田のよもやま話 ◎ 

◆高年齢者就業確保措置を講ずる際の留意事項
　高年齢者就業確保措置を講ずる際の留意事項は以下のとおりです。

　創業支援等措置を実施する場合には、以下の手続きを行う必要があります。

①高年齢者就業確保の５つの措置のうち、いずれの措置を講ずるかについては、労使間で十分に協議を行い、高年齢
　者のニーズに応じた措置を講じることが望ましいです。
②複数の措置により、70歳までの就業機会を確保することも可能ですが、個々の高年齢者にいずれの措置を適用する
　かについては、個々の高年齢者の希望を聴取し、これを十分に尊重して決定する必要があります。
③高年齢者就業確保措置は努力義務ですが、対象者を限定する基準を設けることも可能です。その場合には過半数
　労働組合等との同意を得ることが望ましいです。
④高年齢者が従前と異なる業務等に従事する場合には、必要に応じて新たな業務に関する研修や教育・訓練等を事
　前に実施することが望ましいです。

　創業支援等措置を講ずる場合には、下記の事項を記載した計画を作成する必要があります。計画を作成する際には各事項を記載
する上での留意事項にご留意ください。
①高年齢者就業確保措置のうち、創業支援等措置を講ずる理由
②高年齢者が従事する業務の内容に関する事項
③高年齢者に支払う金銭に関する事項
④契約を締結する頻度に関する事項
⑤契約に係る納品に関する事項
⑥契約の変更に関する事項
⑦契約の終了に関する事項

⑧諸経費の取扱いに関する事項
⑨安全及び衛生に関する事項
⑩災害補償及び業務外の傷病扶助に関する事項
⑪社会貢献事業を実施する団体に関する事項
⑫①～⑪のほか、創業支援等措置の対象となる労働者の全て
　に適用される事項

福田社労士事務所　代表　社会保険労務士　福田久徳
福岡県社会保険労務士会　労務管理会、賃金部会所属　厚生労働省委託事業・派遣元責任者講習会主任講師
福岡県商工会連合会　経営改善専門相談員

人事評価制度、賃金制度設計、ワークライフバランス、高年齢雇用、就業規則作成に至るまで、労働法、社会保険法を熟知しながらも、企業の組織風土
に合わせた労務管理コンサルタントを中心に活動、他にセミナー講師等

●社会保険労務士 福田久徳氏プロフィール

〒810-0042 福岡市中央区赤坂1丁目10-26 重松第5ビル3階　TEL.092-726-8383　FAX.092-726-8384　 
ホームページ https：//fukuda‐sr.com 　E:mail info@fukuda-sr.com

１．全般的な留意事項

１．計画を作成する

１の計画について、過半数労働組合等の同意を得る必要があります。
　※労働者の過半数を代表する労働組合がない場合は、次に留意して過半数を代表する者を選出する必要があります。
●労働基準法第４１条第２号に規定する監督又は管理の地位にある者でないこと
●創業支援等措置の計画に関する同意を行うことを明らかにして実施される投票、挙手等の方法による手続きにより選出された者で
あって、事業主の意向に基づき選出されたものでないこと

２．過半数労働組合等の同意を得る

　上記の２の同意を得た計画を、次のいずれかの方法により労働者に周知する必要があります。
　①常時当該事業所の見やすい場所に掲示するか、または備え付ける
　②書面を労働者に交付する
　③磁気テープ、磁気ディスクその他これらに準ずるものに記録し、かつ、当該事業所に労働者が当該記録の内容を常時確認できる
　　機器を設置する（例：電子媒体に記録し、それを常時モニター画面等で確認できるようにするなど）

３．計画を周知する

①70歳までの就業の確保が努力義務となることから、契約期間を定めるときには、70歳までは契約更新ができる措置
　を講じて、むやみに短い契約期間とすることがないように努めてください。
②70歳までの継続雇用制度は、特殊関係事業主以外の他社により継続雇用を行うことも可能ですが、その場合には
　自社と他社との間で高年齢者を継続して雇用することを約束する契約を締結する必要があります。
③他社で継続雇用する場合にも、可能な限り個々の高年齢者のニーズや知識・経験・能力等に応じた業務内容、労働
　条件とすることが望ましいです。

３．継続雇用制度の場合

①高年齢者のニーズや知識・経験・能力を踏まえて、業務内容や高年齢者に支払う金銭等を決定することが望ましい
　です。
②創業支援等措置により就業する高年齢者について、同種の業務に労働者が従事する場合における安全配慮義務
　をはじめとする労働関係法令による保護の内容も勘案しつつ、事業主が適切な配慮を行うことが望ましいです。
③創業支援等措置により就業する高年齢者が被災したことを当該措置を講ずる事業主が把握した場合には、事業主
　が、高年齢者が被災した旨を主たる事業所を所管するハローワークに届け出ることが望ましいです。

４．創業支援等措置の場合

　対象者基準の内容は、原則として労使に委ねられるものですが、労使で十分に協議した上で定められたものであっ
ても、事業主が恣意的に高年齢者を排除しようとするなど、高齢者雇用安定法の趣旨や他の労働関係法令に反するも
のや公序良俗に反するものは認められません。
【不適切な例】
　・会社が必要と認めた者に限る　⇒ 基準がないことと等しく、改正の趣旨に反する
　・上司の推薦がある者に限る　　⇒ 　　　　　　　〃
　・男性（女性）に限る　　　　　　⇒ 男女差別に該当
　・組合活動に従事していない者に限る　⇒ 不当労働行為に該当

２．基準を設けて対象者を限定する場合
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⑩災害補償及び業務外の傷病扶助に関する事項
⑪社会貢献事業を実施する団体に関する事項
⑫①～⑪のほか、創業支援等措置の対象となる労働者の全て
　に適用される事項

福田社労士事務所　代表　社会保険労務士　福田久徳
福岡県社会保険労務士会　労務管理会、賃金部会所属　厚生労働省委託事業・派遣元責任者講習会主任講師
福岡県商工会連合会　経営改善専門相談員

人事評価制度、賃金制度設計、ワークライフバランス、高年齢雇用、就業規則作成に至るまで、労働法、社会保険法を熟知しながらも、企業の組織風土
に合わせた労務管理コンサルタントを中心に活動、他にセミナー講師等

●社会保険労務士 福田久徳氏プロフィール

〒810-0042 福岡市中央区赤坂1丁目10-26 重松第5ビル3階　TEL.092-726-8383　FAX.092-726-8384　 
ホームページ https：//fukuda‐sr.com 　E:mail info@fukuda-sr.com

１．全般的な留意事項

１．計画を作成する

　１の計画について、過半数労働組合等の同意を得る必要があります。
　※労働者の過半数を代表する労働組合がない場合は、次に留意して過半数を代表する者を選出する必要があります。
●労働基準法第４１条第２号に規定する監督又は管理の地位にある者でないこと
●創業支援等措置の計画に関する同意を行うことを明らかにして実施される投票、挙手等の方法による手続きにより選出された者で
　あって、事業主の意向に基づき選出されたものでないこと

２．過半数労働組合等の同意を得る

　上記の２の同意を得た計画を、次のいずれかの方法により労働者に周知する必要があります。
　①常時当該事業所の見やすい場所に掲示するか、または備え付ける
　②書面を労働者に交付する
　③磁気テープ、磁気ディスクその他これらに準ずるものに記録し、かつ、当該事業所に労働者が当該記録の内容を常時確認できる
　　機器を設置する（例：電子媒体に記録し、それを常時モニター画面等で確認できるようにするなど）

３．計画を周知する

①70歳までの就業の確保が努力義務となることから、契約期間を定めるときには、70歳までは契約更新ができる措置
を講じて、むやみに短い契約期間とすることがないように努めてください。
②70歳までの継続雇用制度は、特殊関係事業主以外の他社により継続雇用を行うことも可能ですが、その場合には
自社と他社との間で高年齢者を継続して雇用することを約束する契約を締結する必要があります。
③他社で継続雇用する場合にも、可能な限り個々の高年齢者のニーズや知識・経験・能力等に応じた業務内容、労働
　条件とすることが望ましいです。

３．継続雇用制度の場合

①高年齢者のニーズや知識・経験・能力を踏まえて、業務内容や高年齢者に支払う金銭等を決定することが望ましい
です。
②創業支援等措置により就業する高年齢者について、同種の業務に労働者が従事する場合における安全配慮義務
をはじめとする労働関係法令による保護の内容も勘案しつつ、事業主が適切な配慮を行うことが望ましいです。
③創業支援等措置により就業する高年齢者が被災したことを当該措置を講ずる事業主が把握した場合には、事業主
が、高年齢者が被災した旨を主たる事業所を所管するハローワークに届け出ることが望ましいです。

４．創業支援等措置の場合

　対象者基準の内容は、原則として労使に委ねられるものですが、労使で十分に協議した上で定められたものであっ
ても、事業主が恣意的に高年齢者を排除しようとするなど、高齢者雇用安定法の趣旨や他の労働関係法令に反するも
のや公序良俗に反するものは認められません。
【不適切な例】
・会社が必要と認めた者に限る　⇒ 基準がないことと等しく、改正の趣旨に反する
・上司の推薦がある者に限る　　⇒ 　　　　　　　〃
・男性（女性）に限る　　　　　　⇒ 男女差別に該当
・組合活動に従事していない者に限る　⇒ 不当労働行為に該当

２．基準を設けて対象者を限定する場合

● ● ●   310 ● ● ● Vol.65Vol.65

ここらで 一 服 、労
務 管 理 の お 話 。


